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資料Ｎｏ．５

「プルトニウム混合燃料に関する懇談会」による関連施設視察結果速報

１．目 的
中国電力(株)のウラン・プルトニウム混合酸化物燃料の使用に係る安全性、必要

性等に関する事項について検討するに当たり、関連施設を調査し検討材料とする。

２．調査日時・場所
（１）日本原燃株式会社（ＪＦＮＬ）核燃料サイクル施設

１）日 時：平成１８年３月２８日（火） ９：００～１２：００
２）場 所：青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字沖付4番地108

おぶち

（２）独立行政法人日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）
東海研究開発センター核燃料サイクル工学研究所

１）日 時：平成１８年３月２９日（水） １０：００～１２：００
２）場 所：茨城県那珂郡東海村村松4番地33

３．参加者
別添参加者名簿のとおり。

４．調査概要
（１）日本原燃株式会社（ＪＦＮＬ）核燃料サイクル施設

１）事業の概要
核燃料サイクルの○「採掘・製錬」、○「燃料加工」(ウラン濃縮、再転換、成ア イ

型加工)、○「使用済燃料中間貯蔵」、○「使用済燃料再処理」、○「ＭＯＸ燃料ウ エ オ

加工」、○「放射性廃棄物の処理処分」のサイクル事業の中で、「ウラン濃縮」カ

、「低レベル放射性廃棄物埋設」、「高レベル放射性廃棄物一時貯蔵」、「再処
理」の４事業を展開している。
現在、この４事業のうちウラン濃縮、低レベル放射性廃棄物埋設、高レベル放

射性廃棄物一時貯蔵の３事業については操業しており、残る再処理事業について
、2007年7月の操業開始を目指し、試験運転を進めている。
また、国内初のＭＯＸ燃料加工施設（能力：130トン／年間）を2012年４月に操

業を開始すべく計画を進めている。

２）施設のあらまし
再 処 理 工 場 高レベル放射性廃棄 ウラン濃縮工場 低レベル放射性廃

物貯蔵管理センター 棄物埋設センター
六ヶ所村弥栄平地区 六ヶ所村大石平地区建設地点

最大処理能力 返還廃棄物貯蔵容量 150トンSWU/年で操 1号埋設設備、2号
施設 800 /年(※1) ガラス固化体 業開始(※2) 埋設設備合わせて8トン・ウラン
の 1,440本 最終的には 万ｍ (200リットル３

規模 使用済燃料貯蔵容量 最終的には 1,500トンSWU/年の ドラム缶約40万本
3,000 2,880本 規模 相当)トン・ウラン

最終的には約60万
立方メートル(同約
300万本相当)

工期 工事開始：平成5年 工事開始：平成4年 工事開始：昭和63年 工事開始：平成2年
操業開始：平成19年 操業開始：平成7年 操業開始：平成4年 埋設開始：平成4年

(予定)
約2兆1,900億円 800億円(※3) 約2,500億円 約1,600億円(※4)建設費

(注)(※1)トン・ウラン：金属ウランでの重量トン
(※2)ＳＷＵ ：ウラン濃縮に必要な仕事量を表す単位(100万Kwの原子力発電所

が1年間に必要とする燃料の濃縮に必要な仕事量は約120トンＳ
ＷＵ

(※3) ：高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）1,440本分の建設費
(※4) ：低レベル放射性廃棄物約20万立方メートル(200リットルドラム

缶約100万本相当)分の建設費
３）説明者

富永昌平 常任監査役
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４）質疑応答
①再処理は、直接処分より事業リスクが高いので、六ヶ所再処理工場の運転を凍
結すべきとの説明を他の専門家から聞いたが、どのように思われるか。
→日本は資源が取れない、石油の値段が上がってきている、石油の値段が上が
れば、このままだとウランの値段も上がってくる。そうすると新しいウラン
を購入するのが大変になる。今ここにある使用済燃料の中にあるウラン、プ
ルトニウムに頼るということは必然的に考えられると思う。直接処分すると
使用済燃料をそのまま処分することになるので、処分場の規模がかなり大き
いものになってしまう。近い将来考えられるエネルギー危機、これを考えれ
ば直接処分より再処理が望ましいと思っている。
また、原子力政策大綱策定の過程で徹底的な議論が行われ、最終的には再処
理が有利だということになった。

②余剰プルトニウムを持たないということでのプルトニウムの利用計画はどう
か。

（六ケ所村で再処理が始まると、ここにプルトニウムがたまり続けないか。）
→今年の１月に電気事業連合会がプルトニウムの利用計画を発表した。ＭＯＸ
燃料工場の稼働は平成２４年を予定している。日本全国のプルトニウム利用
量は、５．５ｔから６．５ｔとされている。一方当社の再処理工場がフル操
業した場合、抽出される核分裂性プルトニウムは４．８ｔであり、この計画
どおりでいくと当社の再処理工場だけでは若干処理量が足りない。ただその
分は海外の工場で再処理して抽出したプルトニウムを使い、これを海外で燃
料に加工して日本に持ち帰ってくる計画になっている。これが計画どおりに
いくかどうかということは当社からお答えすべきことではないと考えている

③プルトニウムを取り出す過程（再処理）で、大量の放射能を環境中に放出す
るという説があるが、事実はどうなのか。
→物質よって出す放射線のエネルギーが異なる。それぞれの物質が出す放射線
が生体にどう影響するかで評価しないといけないと思う。それを評価してい
くと再処理工場では年間０．０２２ミリシーベルト程度の放射線の量となる
これは自然界の放射線の年間世界平均２．４ミリシーベルトと比較すれば十
分低い値と言える。

④再処理すると、直接処分より放射性廃棄物の量が増えるとの話があるが、どう
か。
→これは逆の話で実態は増えていない。

⑤放射性廃棄物の放出管理に関し、関連施設の運転に伴い発生する放射性廃棄物
の処理状況や周辺環境へ放出する放射性物質の濃度等の達成状況はどうなって
いるか。
→現在運転していないのでお答えできない。

⑥六ヶ所村及びその周辺において、現在発生している苦情等があれば教えていた
だきたい。
→建設工事中には苦情が多少あった。反対派から申し入れ等があった。最近、
工事が終わったので雇用が少なくなったという話は聞いている。

⑦貴社の所管事項ではないが、六ヶ所村の高齢化率、人口分布とその変化につい
て、情報があれば教えていただきたい。
→人口はあまり変化がない。高齢化率は１９．２７％と低い。６５歳以上が１
９．２％、７５歳以上になると８．８８％である。一人あたりの県民所得は
５年連続青森県一である｡かつては出稼ぎで生計を立てていたが､今はない。

⑧高レベル放射性廃棄物の管理と処理について
ガラス固化体は３０年～５０年間冷却貯蔵のあと、地下３００ｍで地中処分す
る計画だが、これは大量の地中処分となるが大丈夫か。（技術的に未完成では
と心配される）
→概要説明のとおり。

⑨高レベル放射能の分離、消滅処理の技術開発、研究計画はどうか。
→当社ではやっていないのでお答えできない。
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（２）独立行政法人日本原子力研究開発機構（ＪＡＥＡ）
東海研究開発センター核燃料サイクル工学研究所

１）事業の概要
①独立行政法人日本原子力研究開発機構は、日本原子力研究所と核燃料サイクル
開発機構が２００５年１０月１日に統合した組織。
②日本原子力研究開発機構は、原子力に関する基礎的研究および応用の研究並び
に核燃料サイクルを確立するための研究開発を総合的、計画的かつ効率的に行
うとともに、これらの成果の普及等を行い、もって人類社会の福祉及び国民生
活の水準向上に寄与することを目的として設立された、原子力に関する我が国
唯一の総合的研究開発機関。
③高速増殖炉サイクル技術の実用化、放射性廃棄物の処理処分の実現を中心とし
た核燃料サイクルの確立のための研究開発に取り組む。
④また、基礎・基盤研究を通じた原子力の安全性向上や技術基盤の高度化、原子
力エネルギー利用の多様化、さらに、核融合炉工学の研究開発など、さまざま
な研究開発に積極的に取り組む。

２）施設のあらまし
核燃料サイクル工学研究所には、プルトニウム燃料技術開発センター、再処理

技術センター等がある。
このうち、プルトニウム燃料技術開発センターは、ＭＯＸ燃料の技術開発をす

る施設、燃料製造をする施設、これらの施設から発生する廃棄物を処理・保管す
る施設から成り立っている。

■プルトニウム燃料第一開発室（1966～）：
ＭＯＸ燃料の技術開発施設で、プルトニウムに関する国内初の研究開発施設として誕
生。（米国より技術導入）

■プルトニウム燃料第二開発室（1972～）：
国内で技術開発した製造設備で「ふげん」、「常陽」用のMOX燃料を製造する施設。

■プルトニウム燃料第三開発室（1988～）：
世界に先駆け「遠隔・自動化」されたMOX燃料製造設備を導入し、遠隔・自動化にて
「常陽」、「もんじゅ」用のMOX燃料を製造する施設。

３）説明者
山口俊弘 技術主席

４）質疑応答
①ＭＯＸ燃料に起因するトラブルは無かったか。
→これまで、１６９８体、約１７０ｔのＭＯＸ燃料を製造したが、これに起因
するトラブルはない。プルトニウムは確かに危険である。だからこそ害にな
らない仕組みを開発してきた。

②ＭＯＸ燃料の製造で、ウランとプルトニウムの混合する際にプルトニウムスポ
ットができて、このために燃料が壊れやすいとの説明が他の専門家からあった
が、プルトニウムスポット対策はどのようなものか。
→粉砕しながら混合する過程でスポットが出来ないよう調整している。

③ＭＯＸ燃料は、作業従事者の被ばく量の増加になるとの説明を他の専門家から
受けたが、ここでの管理はどうか。
→ウラン燃料と同じ取扱いは出来ない。このため、作業員は密閉容器（グロー
ブボックス）の中で取り扱っている。

④いままで、ＭＯＸ燃料を「ふげん」とか「もんじゅ」に安全に運ばれたと思う
が、その対策はどうか。
→法令に定められる基準を満たした輸送を実施している。これまで約１７０回
の輸送実績があるが、事故はない。

⑤「ふげん」のＭＯＸ燃料を再処理されたようだが、プルサーマルのＭＯＸ燃料
の再処理には、何か問題、課題があるか。
→高速増殖炉のプルトニウムの２０％～３０％の含有率で再処理実験を行い、
問題なく処理をやっている。
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⑥プルサーマルのＭＯＸ燃料プルトニウムの含有率(中電：2.9～5.8％)は、「ふ
げん」のＭＯＸ燃料(２％)よりプルトニウムの濃度が高いが、製造にあたって
なにか問題が生じるか。
→常陽の燃料はプルトニウム富化度３０％であるが、問題なく製造している。

⑦東海再処理工場の稼働率は。
→・１９８１年～１９９０年＝約５０％
・１９９１年～２０００年＝約５５％
１系統しかないため、商業用プラントのようにはならない。

⑧東海再処理センターの使用済燃料の処理能力は年間何ｔか。また、２０１０年
までの計画は。
→法整備前に設計、建設したプラント
２１０ｔＵ／年、０．７ｔＵ／日をベースに安全審査を受けている。
年間２００日／年が限界。実際は９０～１００ｔＵ／年
２０１０年まで、２０ｔｕ／年再処理試験を実施予定。２０１０年以降も試
験継続予定である。

⑨再処理で発生したプルトニウムの量は。現在と２０１０年までの計画は。
→これまで、約７ｔ回収した。今後、２０１０年までに０．３ｔ／年回収でき
ると予測している。

⑩再処理で発生した高レベル放射性廃棄物発生量、処理の現状と２０１０年まで
の計画は。
→これまでガラス固化体２１８本、４１０ｍの高レベル放射性廃棄物が発生3

した。今後２０本／年のガラス固化体を製造する予定



番号 区分 所属等
氏名

（フリガナ）
備考

1 委員 松江市鹿島町手結区区長
井上　穣

（ｲﾉｳｴ　ｻｶﾘ）
団長

2 〃 元しまね女性１００人委員会委員
梅林益美

（ｳﾒﾊﾞﾔｼ　ﾏｽﾐ）

3 〃 まつえ男女共同参画ネットワーク代表
貴谷麻以
（ｷﾀﾆ　ﾏｲ）

4 〃 松江市町内会・自治会連合会副会長
田口　潔
（ﾀｸﾞﾁ　ｷﾖｼ）

5 〃 出雲青年会議所直前理事長
栂野直宏
（ﾄｶﾞﾉ　ﾀﾀﾞﾋﾛ）

6 〃 前鹿島町社会福祉協議会事務局長
吉岡貞雄

（ﾖｼｵｶ　ｻﾀﾞｵ）

7 〃 松江商工会議所専務理事
和田敏文
（ﾜﾀﾞ　ﾄｼﾌﾐ）

8 特別委員 島根県総務部次長（危機管理）
福田　敏
（ﾌｸﾀﾞ　ﾄｼ）

9 〃 財団法人三瓶ﾌｨｰﾙﾄﾞﾐｭｰｼﾞｰｱﾑ財団常務理事
森本直知

（ﾓﾘﾓﾄ　ﾅｵﾉﾘ）

10 事務局 島根県総務部消防防災課長
福田　信夫
（ﾌｸﾀﾞ　ﾉﾌﾞｵ）

11 〃 島根県総務部消防防災課原子力安全対策室長
萬燈　充博
（ﾏﾝﾄﾞｳ　ﾐﾂﾋﾛ）

12 〃 島根県雲南保健所環境衛生部環境保全グループ　課長
細田　　晃
（ﾎｿﾀﾞ　ｱｷﾗ）

13 〃 島根県総務部消防防災課原子力安全対策室　主幹
安田雅美
（ﾔｽﾀﾞ　ﾏｻﾐ）

「関連施設」視察調査　参加者名簿
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